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(百万円未満切捨て)
１．平成27年３月期の連結業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期 55,210 13.2 1,684 85.6 1,521 102.4 209 45.6

26年３月期 48,767 15.4 907 △36.0 751 △41.4 144 △65.5
(注) 包括利益 27年３月期 267百万円( 109.2％) 26年３月期 128百万円(△70.5％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年３月期 91.90 91.27 5.3 5.6 3.1

26年３月期 63.11 62.69 3.7 3.1 1.9
(参考) 持分法投資損益 27年３月期 －百万円 26年３月期 －百万円
　
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

27年３月期 27,484 4,095 14.8 1,782.89

26年３月期 27,022 3,904 14.3 1,693.28
(参考) 自己資本 27年３月期 4,073百万円 26年３月期 3,869百万円
　
　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年３月期 3,750 △1,237 △1,797 2,714

26年３月期 2,998 △4,021 1,823 1,999
　
　
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年３月期 － 0.00 － 40.00 40.00 91 63.4 2.3

27年３月期 － 0.00 － 20.00 20.00 45 21.8 1.1

28年３月期(予想) － 0.00 － 40.00 40.00 15.3
　
　

３．平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 27,763 6.5 237 － 95 － △58 － △25.38

通 期 58,208 5.4 1,613 △4.2 1,344 △11.7 597 184.3 261.28
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 －社 (社名) 、除外 －社 (社名)

　　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注) 詳細は、決算短信(添付資料)21頁「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」
をご覧ください。

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年３月期 2,285,000株 26年３月期 2,285,000株

② 期末自己株式数 27年３月期 85株 26年３月期 85株

③ 期中平均株式数 27年３月期 2,284,915株 26年３月期 2,284,934株
　
　

(参考) 個別業績の概要

１．平成27年３月期の個別業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期 44,037 10.4 943 490.4 905 62.9 △94 －

26年３月期 39,889 12.0 159 △76.2 556 △59.7 267 △19.5
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

27年３月期 △41.29 －

26年３月期 117.10 116.31
　

(注) 当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純
損失であるため記載しておりません。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

27年３月期 22,816 3,825 16.7 1,664.70

26年３月期 22,911 3,940 17.0 1,709.11

(参考) 自己資本 27年３月期 3,803百万円 26年３月期 3,905百万円
　

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取
引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
(1) 本資料に掲載されている業績予想に関する記述は、現在入手している情報による判断及び仮定に基づいた予

想であり、リスクや不確実性を含んでおります。実際の業績は、今後様々な要因により、これら業績予想と
は大きく異なる結果となる可能性があります。

(2) 当社は、平成27年５月22日に機関投資家・アナリスト向け決算説明会の開催を予定しております。なお、当
日使用する資料につきましては、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度における我が国の経済状況は、平成26年４月に消費税率の引き上げがあったものの、企業収益や雇

用・所得環境の改善がみられ、景気は緩やかな回復基調で推移しております。

調剤薬局業界におきましては、平成26年４月に国民の医療費負担削減へ向けて診療報酬及び薬価の改定が実施され、

薬局機能に応じた報酬体系の見直しがなされるとともに、在宅医療の推進やジェネリック医薬品（後発医薬品）の一

層の使用拡大が求められる等、厳しい経営環境が続いております。

このような状況の下、当社グループの主力事業である調剤薬局事業においては、新規出店及びＭ＆Ａ戦略推進等の

事業規模拡大に向けた施策に積極的に取り組んだ結果、調剤薬局店舗数の増加に伴い増収となりました。利益面につ

きましては、ジェネリック医薬品の使用促進などの診療報酬改定対応や新卒薬剤師の増加による薬剤師派遣費用や職

員募集費等の削減、不採算店舗の整理や経費削減を進めて収益性の改善を図ってまいりました。

これらの結果、当連結会計年度における連結経営成績は、売上高55,210百万円（前年度比13.2％増、6,442百万円

増）、営業利益1,684百万円（同85.6％増、776百万円増）、経常利益1,521百万円（同102.4％増、770百万円増）、当期

純利益は、事業譲渡益等による特別利益345百万円及び店舗の減損損失や不適切な会計処理に係る調査費用等による特

別損失958百万円の影響により、209百万円（同45.6％増、65百万円増）となりました。

［各事業別のセグメント別概況］

①調剤薬局事業

当連結会計年度において、16店舗の譲渡・閉鎖はありましたが、13店舗のＭ＆Ａ（株式及び営業権の譲り受け含む）

及び19店舗の新規出店により、店舗数は増加し、事業拡大に向けた店舗展開は順調に推移いたしました。その結果、

当連結会計年度における調剤薬局事業の店舗数は303店舗（純増16店舗）となりました。

これにより、売上高は53,223百万円（前年度比13.1％増、6,158百万円増）となりました。なお、セグメント利益

は、診療報酬改定対応や派遣や職員募集費用などの経費削減を進めた結果、4,440百万円（同27.0％増、944百万円増）

となりました。

②その他

当社グループでは、介護福祉事業（株式会社愛誠会）、不動産リース事業（株式会社日本医療サービス）及び医薬品

販売事業（ヒューマンファクトリー株式会社）を営んでおります。

その他の事業は、売上高3,045百万円（前年度比14.4％減、514百万円減）となりました。セグメント利益は71百万

円（同62.0％減、116百万円減）となりました。

(来期の見通し)

来期の見通しにつきましては、更なる収益性の改善を目指してまいります。当社グループの主力事業であります調

剤薬局事業においては、引き続き「診療報酬改定」に対応し、医療機関と調剤薬局との連携強化、在宅医療への積極

的な取り組み、ジェネリック医薬品の使用促進を通じた医療費適正化への取り組みに努め、「医療提供体制の再構築と

地域包括ケアシステム」に資する医療サービス提供を実践してまいります。

当社グループにおける通期の業績は、売上高58,208百万円（前年度比5.4％増）、営業利益1,613百万円（前年度比

4.2％減）、経常利益1,344百万円（前年度比11.7％減）、当期純利益597百万円（前年度比184.3％増）を見込んでおり

ます。
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（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

（資産の状況）

　資産合計は、前連結会計年度末の27,022百万円に対し、461百万円増加し、27,484百万円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末の12,889百万円に対し、787百万円増加し、13,677百万円となりました。主な要因

は、現金及び預金が795百万円、売掛金が263百万円増加したことによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末の14,133百万円に対し、325百万円減少し、13,807百万円となりました。主な要因

は、土地の減損損失等による減少210百万円、のれんの償却等による減少259百万円、敷金及び保証金の減少18百万円

によるものであります。

（負債の状況）

　負債合計は、前連結会計年度末の23,118百万円に対し、270百万円増加し、23,388百万円となりました。主な要因

は、支払手形及び買掛金の増加1,269百万円、未払法人税等の増加268百万円、長期借入金の返済による減少1,235百万

円によるものであります。

（純資産の状況）

　純資産合計は、前連結会計年度末の3,904百万円に対し、191百万円増加し、4,095百万円となりました。主な要因

は、当期純利益の計上209百万円、配当の支払い91百万円であります。

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ715百万円増

加し、当連結会計年度末には2,714百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は、3,750百万円となりました。

　主な収入要因は、税金等調整前当期純利益908百万円、減価償却費1,057百万円、のれん償却額885百万円、仕入債務

の増加額1,106百万円であります。

　主な支出要因は、売上債権の増加額125百万円、過年度決算訂正関連費用の支払額198百万円、法人税等の支払額388

百万円であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、1,237百万円となりました。

　主な支出要因は、調剤薬局事業における新規出店及びＭ＆Ａ（株式及び営業権の譲受け含む）等による事業規模の

拡大に向けた積極的な設備投資を反映し、有形固定資産の取得による支出1,072百万円、長期前払費用の増加による支

出39百万円、敷金及び保証金の差入による支出105百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出412

百万円、事業譲受による支出297百万円であります。

　主な収入要因は、有形固定資産の売却による収入213百万円、事業譲渡による収入435百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は、1,797百万円となりました。

　主な収入要因は、長期借入れによる収入900百万円であります。

　主な支出要因は、長期借入金の返済による支出2,282百万円、リース債務の返済による支出257百万円、配当金の支

払額91百万円であります。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

自己資本比率(％) 12.4 17.9 18.3 14.3 14.8

時価ベースの自己資本比率(％) － 26.1 23.3 15.8 15.1

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

3.4 3.0 9.4 3.3 2.3

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

14.0 14.7 5.2 16.4 18.6

　 自己資本比率：自己資本／総資産

　 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

　 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

　 （注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　 （注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

　 （注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

　 （注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としております。

　 （注５）利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている利息の支払額を利用しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様方に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして認識しております。安定的な経営基盤の確

保と株主利益向上に努めるとともに、競争力の維持のための成長戦略及び今後の事業展開を積極的に推進していくた

めの資金確保を目的として、内部留保による財務体質の強化を図りつつ業績及び財政状態の推移を見ながら利益配当

を行っていく方針であります。

また、当社の剰余金の配当は、期末配当及び中間配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、

期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。なお、中間配当を行うことができる旨を定

款に定めております。

当期の剰余金の配当については、当社業績において下半期に売上高及び利益が集中するという季節要因があるため、

当期純利益及び経営環境等を総合的に勘案した結果、期末配当のみとし、１株当たり20円を予定しております。

　また、次期の剰余金の配当については、業績予想を織り込み、１株当たり40円を予定しております。
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（４）事業等のリスク

当社グループの事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事

項には、以下のものがあります。なお、当社グループはこれらの事業等のリスクを認識した上で、その回避及び発生

した場合の対応に努めておりますが、当社株式への投資判断は、本項及び本項以外の記載も併せて、慎重に検討した

上で行われる必要があると考えます。

また、本文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

①不適切な会計処理に関する影響について

当社は、第三者委員会の調査結果を踏まえ、過年度の有価証券報告書等と過年度の決算短信の訂正を行ったことを

受け、株式会社東京証券取引所より当社の内部管理体制等について改善の必要性が高いと認められたことから、平成

27年４月１日付にて、特設注意市場銘柄に指定されるとともに、上場契約違約金10百万円の支払いを求められました。

今後、特設注意市場銘柄指定解除に向けて、経営改善委員会による再発防止策の提言に沿って内部管理体制等の改

善に取り組んでまいりますが、１年後に内部管理体制確認書を提出し、株式会社東京証券取引所が内部管理体制等の

審査を行い、内部管理体制等に問題があると認められる場合には、原則として、上場廃止となります。ただし、今後

改善が見込まれる場合には、特設注意市場銘柄の指定を継続し、６ヶ月間改善期間が延長されます。

なお、特設注意市場銘柄指定中であっても内部管理体制等の改善の見込みがなくなったと認められる場合には、上

場廃止となります。

②法的規制等について

(調剤薬局の開設等について)

当社グループが調剤薬局を開設し、運営するに当たりましては、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律や健康保険法を始めとする法的規制があります。開設時及び更新時には、これらの規制を遵

守した届出の上、許可・指定等を受ける必要があります。その主な内容は下表のとおりであります。当社グループ

では調剤薬局事業を行うために必要な許認可等を受けて営業しております。万一、法令違反等により当該処分を受

けることとなった場合、各都道府県の許可・登録・指定・免許及び届出を受けることが出来ない場合、関連する法

令に違反した場合、又はこれらの法令・規制や運用ルール等が大幅に改定された場合には規制対応への経済的技術

的困難が生じる等、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

許可、指定、免許、登録、届出の別 有効期間 関連する法令 登録交付者

薬局開設許可 ６年間
医薬品、医療機器等の品
質、有効性及び安全性の
確保等に関する法律

各都道府県知事

保険薬局指定 ６年間 健康保険法 各地方厚生(支)局長

労災保険指定薬局
３年間、自動更
新

労働者災害補償保険法 各都道府県労働局長

生活保護法指定医療機関指定
６年間（平成26
年７月１日以降）

生活保護法 各都道府県知事

被爆者一般疾病医療機関指定 無制限
原子爆弾被爆者に対する
援護に関する法律

各都道府県知事

麻薬小売業者免許
免許の翌年の12
月31日まで

麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事

感染症指定医療機関（結核） 無制限
感染症の予防及び感染症
の患者に対する医療に関
する法律

各都道府県知事

高度管理医療機器販売業・賃貸業の許可 ６年間
医薬品、医療機器等の品
質、有効性及び安全性の
確保等に関する法律

各都道府県知事

毒物劇物一般販売業登録 ６年間 毒物及び劇物取締法 各都道府県知事

指定自立支援医療機関（育成医療/更生医
療/精神通院医療）

６年間 障害者総合支援法 各都道府県知事

在宅患者訪問薬剤管理指導届出 無制限 健康保険法 各地方厚生（支）局長
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(医療制度に係る法改定について)

調剤薬局の売上高は、健康保険法に定められた薬価基準に基づく薬剤収入と、同法に定められた調剤報酬点数に

基づく調剤技術に係る収入であります。医療制度に係る法改定において、薬価が引き下げられた場合、当社グルー

プでは、仕入価格においても同程度の引き下げを実現すべく、規模拡大による仕入量の確保等を交渉材料として医

薬品卸業者との協議を有利に進める対策を図っておりますが、協議次第では、仕入価格の引き下げと薬価引き下げ

が乖離する場合、薬価差益が減少します。また、薬価以外にも調剤技術に係る報酬が法改定によって引き下げられ

た場合、調剤技術に係る収入の低減を招くことになります。これらの医療制度に係る法改正が、当社グループの業

績等に影響を及ぼす可能性があります。

また、医療費削減の施策として、厚生労働省では、ジェネリック医薬品（後発医薬品）の利用促進を推進してお

り、隔年毎の診療報酬改定において、点数を加算し、欧米並の利用水準に引き上げる施策を実施しております。当

社グループでは、ジェネリック医薬品の販売促進をすすめておりますが、ジェネリック医薬品の推進が計画どおり

に進まない場合、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(仕入価格の暫定措置について)

調剤薬局業界では、薬価基準の改定が実施された場合、最終的な仕入価格に係る条件について医薬品卸業者と妥

結するまでの間、暫定価格（仕入価格の合理的な見込み額）で仕入計上し、妥結後の確定仕入条件に基づく仕入価

格と暫定価格の差額について、改定時に遡及して精算の会計処理をすることになり、当社グループにおいても同じ

くこの暫定措置で処理しております。

　これは、法改定が４月に施行されることが多く、４月１日付で新薬価が一斉に一般患者への販売価格に適用され

るのに対し、改定の内容や改定薬価が官報等で公表されるのは施行前１ヶ月程度の直前時期であることが多く、当

社グループを含む仕入側と、卸業者側の両者とも薬価改定前には価格交渉の着手が叶わず、改定後に交渉がスター

トすることによるものです。

当社グループとしましては、医薬品卸業者との交渉期間の短期化及び利益率の確保を最優先していく方針であり

ますが、利益確保を重視するためには長期交渉を余儀なくされる事態もあると考えます。

また、平成26年４月の診療報酬改定により、仕入価格の未妥結減算制度が実施されております。未妥結減算とは、

当年４月１日から９月末日までの医薬品卸業者との妥結率が50％に満たない場合に調剤基本料を減算するというも

ので、同年11月１日から１年間、調剤基本料が減算されるというものです。当社グループにおいては、仕入価格交

渉が長期化した場合は、この減算制度により、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。なお、妥

結後の仕入価格が暫定価格を大幅に上回った場合にも、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(介護福祉事業に係る規制)

当社グループの介護福祉事業は、公的介護保険法内のサービスが中心であり、介護保険制度や介護報酬の見直し

が売上高及び利益に大きな影響を及ぼすことがあります。当該サービスは、介護保険法をはじめとする各種関連法

令によって規制を受けております。なお、５年毎に制度全般の見直し、３年に１度介護報酬の見直しが行われるこ

とが定められており、今後も、介護報酬改定や制度の見直しにより、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性

があります。

③人材（薬剤師）の確保について

調剤薬局は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律により店舗ごとに一定数以上の

薬剤師を配置することが義務づけられ、薬剤師法により調剤業務は薬剤師でない者が行ってはならないとされており

ます。

当社グループでは、新規出店計画に基づき薬剤師の採用計画を作成の上、定期採用を基本としながら、中途採用で

補完をして人材確保に努めております。しかしながら今後、薬剤師を十分に確保出来ない場合には新規出店計画を見

直す必要が生じる可能性があります。一方で、新規出店計画が何らかの事由により遅れた場合、先行して確保した薬

剤師に余剰が生じ、人件費が先行費用として負担となるなど、薬剤師確保に係るリスクが、当社グループの業績等に

影響を及ぼす可能性があります。
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④調剤過誤について

当社グループでは、調剤過誤防止についてリスクマネジメントの重要課題の一つとして認識し、過誤の防止につな

がる監査機器の導入、調剤技術の向上、知識の研鑽を目的とした研修を積極的に推進しております。また、調剤過誤

報告、クレーム報告を徹底し、本社から対応と再発防止策を指導、各店舗にて個別に会議を実施し、さらに社内のグ

ループウェアを用いて事例を共有、全従業員の意識向上に努めております。なお、万一に備えて当社グループでは、

全店舗において「薬剤師賠償責任保険」に加入しております。このように過誤防止には万全を期しておりますが、将

来において重大な調剤過誤が発生した場合には、社会的信用の失墜、訴訟提起による損害賠償等により、当社グルー

プの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑤出店政策について

(医薬分業率の伸び率の鈍化について)

医薬分業は、医療機関が診療等の医療行為に専念し、調剤薬局が薬歴管理や服薬指導等を行うことで医療の質的

向上を図るために国の政策として推進されてきましたが、近年医薬分業率（薬局での処方箋受取率）の伸び率は鈍

化傾向にあります。今後もこの傾向が継続し、医薬分業が進展しない場合には、当社グループの業績等に影響を及

ぼす可能性があります。

(出店計画について)

当社グループは、薬価差益の確保、管理コストの効率化等を目的とした規模拡大のための出店政策を重要な経営

戦略と位置づけ、積極的な店舗展開を推進しております。しかしながら、出店競争は年々激化しており、競合は厳

しさを増しております。当社グループでは、出店候補案件に対し、緻密な診療圏調査や、近隣の既存医療機関の処

方箋発行状況などを調査し、さらに競合に対抗するために要する費用や投資も含めた投資回収率、採算性を基に出

店の判断を行っておりますが、①出店条件に合致する物件が確保できないこと等により計画どおりに出店できない

場合、②出店後において計画外の要因による投資回収や採算性の悪化を余儀なくされた場合、③医療モール型出店

において計画どおりにクリニックの誘致が進まず、空き区画が発生した場合、そして、④それら事態に対する改善

策が有為に奏功しない場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(敷金・入居保証金について)

当社グループの薬局店舗及び介護福祉施設等は、基本的に不動産を賃借し、運営しております。当社グループは

ここ数年来、積極的な出店に伴い敷金及び保証金残高が増加しておりますが、閉鎖、譲渡に伴い、敷金・入居保証

金の返還を求めた場合、保証金差入先の財政状態によっては、債権の一部、又は全額の回収が困難となる可能性が

あります。また、当社グループの申し出による契約解除を行った場合、違約金の支払いや敷金・入居保証金の放棄

が必要となる可能性があります。当該事態が発生した場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があ

ります。

(Ｍ＆Ａ戦略について)

当社グループでは、新規出店に加え、Ｍ＆Ａによる薬局店舗の買収を成長戦略の一つとして掲げております。Ｍ

＆Ａ案件は、有機的に発生し、機会損失を回避するための迅速な調査と検討が求められます。当社グループでは、

買収により発生するのれんの償却額を超過する投資回収率、採算性はもとより、弁護士・税理士・公認会計士・医

療コンサルタント等の外部専門家の助言を含めたデューデリジェンスを実施し、慎重な判断に努めておりますが、

一方で、買収店舗の既存経営母体が小規模あるいは個人事業主の場合には、経営管理体制の未整備や、薬剤師の教

育不足による調剤業務の低品質等を潜在的に抱えている場合もあり、買収後に隠れたる瑕疵として問題が発見され

る可能性があります。当社グループでは譲渡契約の中で判断に影響を与える情報の秘匿や虚偽がない旨の表明と保

証、瑕疵担保について規定する等、譲渡後のリスクを抑制する対策を講じてはいるものの、瑕疵の内容、程度によ

っては改善や損害回復が困難とされ、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。
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(減損会計適用について)

当社グループにおいては、店舗の業績について、個々の環境変化や計画外の要因により悪化し、不採算となる場

合があります。不採算店舗に対しては、利益確保のための対策を講じて改善に努める一方で、不採算要因によって

は早急な改善が困難な場合があり、その場合には早期に見極めて撤退の判断をすることで当社グループ全体の利益

確保を図っております。しかしながら、改善あるいは撤退までの期間、店舗が保有する固定資産について減損を認

識する場合があります。また、前述のＭ＆Ａ戦略について、子会社取得、合併、買収等を行った場合に伴って発生

するのれんについて、Ｍ＆Ａ後に計画どおりの利益が確保出来ず、買収額やのれんとして出資した投資額の回収が

困難と判断された場合には、当該のれんや関係会社株式の減損を認識する場合があり、これら減損損失の計上が、

当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑥有利子負債について

(有利子負債依存度について）

当社グループは、新規出店資金・Ｍ＆Ａ資金を含めた設備投資資金並びに新規事業展開の大部分を金融機関から

の借入金によって調達しております。今後も借入金等による出店等を行う予定であり、その場合、支払利息が増加

する可能性があります。また、調剤薬局の運営によるキャッシュ・フローが十分得られない等の場合には、追加借

入が困難となること等により、当社グループの事業計画や業績等が影響を受ける可能性があります。さらに、現時

点で借入金の大半は変動金利となっておりますが、金利の上昇に伴い支払利息が増加することにより、当社グルー

プの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

(シンジケートローンの財務制限条項について)

当社は、平成18年３月以降、株式会社三井住友銀行を主幹事とする銀行団とシンジケートローンの契約を締結し

ており、調剤薬局の出店計画に併せて借入を実行しております。本シンジケートローンによる借入には、純資産の

維持、経常利益の維持に関する財務制限条項が付されております。同条項に定める所定の水準が達成できなかった

場合、借入金利の引上げや借入金の期限前弁済を求められる可能性があり、今後の業績、財務状況により、本財務

制限条項へ抵触することとなった場合、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑦業績の季節変動について

調剤薬局は、医療機関に訪れる患者数の動向に左右され、その売上高は、冬季に流行する流行性感冒やインフルエ

ンザ等、また春先に罹患する花粉症（アレルギー性鼻炎等）の患者への処方による売上高が、夏秋にかけての売上高

に比較して大幅に増加する傾向で推移しております。また、４月に定期採用で雇用した人材に２ヶ月間の研修を施し

た上で店舗に配置する教育制度により、その稼動が経済的効果として現れるのが概ね下半期となります。これら事由

により当社グループの業績は、上半期は比較的低調に推移し、下半期に回復基調の傾向となる季節変動があります。

⑧上位仕入先への依存について

当社の仕入先は、主に医薬品卸企業であり、当事業年度においては、株式会社メディセオ、株式会社スズケン及び

アルフレッサ株式会社の上位３社との取引が仕入総額全体の80％超を占め、各取引先とは良好な関係を保っておりま

す。一方で、調剤薬局業界再編の動きが進む現状、これに併せ、医薬品卸業界においても再編が活発化する兆しがあ

ります。今後、何らかの要因により主要仕入先との取引が継続できなかった場合、あるいは仕入先の再編が進み、当

社の価格交渉力が相対的に低下した場合、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑨株式会社メディパルホールディングスとの関係について

当社のその他の関係会社である株式会社メディパルホールディングス（以下「同社」という。平成27年３月末現在、

当社発行済株式総数の15.8％所有）は、医薬品、化粧品及び日用品等の販売やサービスの提供等を主とする事業展開

をしております。同社の100％子会社である株式会社メディセオは、当社の主要仕入先であります。また、同社執行役

員１名が、当社の社外取締役を兼務しておりますが、当社グループの事業戦略、人事政策等は、当社が独立して主体

的に検討の上、決定しております。現時点においては、同社と当社の関係は友好的に推移しておりますが、同社の方

針に変更が生じた場合、また、同社との協力関係により、他の仕入先との友好関係に影響が生じた場合、当社グルー

プの業績等に影響を及ぼす可能性があります。
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⑩個人情報の保護について

当社グループでは、調剤業務及び介護福祉業務を行うために、患者情報及び利用者情報等の個人情報を取得・保管

し、取り扱っております。これら個人情報については、「個人情報の保護に関する法律」の適用を受けるものも含まれ

ております。患者情報及び利用者情報とは、住所・氏名の他、病歴、薬歴等、漏洩の場合には患者個人及び利用者個

人に対して重大な損害を与えるものも含まれております。特に、調剤業務における薬剤師には、刑法に定める守秘義

務も課せられており、厳格な個人情報の管理が求められております。当社グループでは個人情報の管理について、厳

格なルールを設け、内部監査においてその管理ルールの遵守状況を定期的に全店舗検証し、事故防止の徹底に努めて

おります。しかしながら万一、個人情報漏洩が発生した場合には、多額の賠償金の支払いや行政処分、社会的信用の

失墜等、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑪訴訟等の可能性について

当社グループでは、現時点において業績に重大な影響を及ぼす訴訟を提起されている事実はありません。しかしな

がら、当社グループは、不特定多数の患者、利用者に対してサービスを提供しておりますので、今後、想定されない

要因による訴訟その他請求等が発生する可能性があります。これらの訴訟等の内容及び結果によっては、当社グルー

プの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑫消費税等の影響について

調剤薬局事業では、売上高は消費税法により、非課税売上となる一方で、医薬品等の仕入は同法により課税仕入と

なっております。そのため、仕入に際して支払われた仮払消費税等の大部分が、売上計上に際して受取った仮受消費

税等と相殺できず、売上原価の材料費に租税公課として費用計上しております。現状、当社グループは、消費税率改

定時には、消費税分が薬価改定幅に考慮されるため、仕入先との価格交渉に際して、消費税等の上昇分を考慮し、交

渉を進める方針であります。しかし、今後消費税率が改定され、薬価基準が消費税率の変動率に連動しなかった場合、

当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑬ストック・オプション等による株式の希薄化について

当社は、当社取締役及び従業員の当社に対する貢献意欲及び経営への参画意識を高めるため、ストック・オプショ

ン等のインセンティブプランを採用しております。会社法第238条の規定に基づき新株予約権を付与する方式により、

当社取締役及び従業員に対して付与することを株主総会、取締役会において決議したものであります。これらのスト

ック・オプション等が行使されれば、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、株価に影響を及ぼす可能性がありま

す。また、当社グループは、役員及び従業員等の士気を高め、或いは、有能な人材を招聘するためのインセンティブ

として、今後も新株予約権の付与を行う可能性があり、さらに株式価値の希薄化を招く可能性があります。

⑭大規模災害時の影響について

当社グループの調剤薬局事業において、関東地区及び東海地区に多数の薬局店舗を出店しております。当該地域に

おいて大規模災害が発生し、当社グループの薬局店舗の被災もしくはライフライン断絶等による店舗閉鎖や営業停止

等が生じた場合、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は昭和59年創業以来、「“奉仕のこころ”誠実な気持ちで他者を愛する」を社是として、調剤薬局事業を中心と

した事業活動を展開しております。当社が属する調剤薬局業界は我が国の急速な少子・高齢化に伴い、国民医療費の

抑制政策が急務であり、各種の医療制度改革が進行しております。このような厳しい環境ではありますが、当社では

企業理念として、「医療・福祉サービスを過不足なく、誠実かつ、高潔に提供する」、「地域社会、取引先、従業員と

の間の良好な関係を創る」及び「公正で、透明性の高い健全な経営を行う」ことを掲げ、地域医療に資する企業活動

を展開し、社会に貢献してまいります。

（２）目標とする経営指標

当社は株主資本の効率的活用及び株主価値の持続的な向上を重要な経営課題と位置づけており、自己資本当期純利

益率、総資産利益率等の経営指標の向上を目指しております。また、企業規模拡大による収益拡大施策を実施してお

り、当社グループの売上高並びに経常利益率の伸び率等の成長性経営指標を重視しております。併せて、事業拡大に

より発生しがちな財務体質の悪化に陥らぬよう、営業キャッシュ・フロー、流動比率及び自己資本比率等の財務指標

を参考とし、財務体質の強化、健全性の維持に努めております。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループの調剤薬局業界を取り巻く環境は、医療制度改革の実施に伴い、長期的な医療費抑制政策が実施さ

れ、薬価差益が逓減し、利益確保のための業務効率化が至上命題となっております。平成26年４月には、隔年の調剤

報酬改定・薬価改定が実施され、厳しい経営環境となりました。それに伴い、調剤薬局業界でも、大型Ｍ＆Ａや中小

規模の統廃合等が活発化し、企業再編を伴う市場シェア獲得競争が一層激化しております。こうした中、当社では今

後の激しい環境変化に耐えうる強靭な経営基盤の確立に向けて取り組んでおり、「成長戦略の実践」と「収益力の強

化」を掲げ、企業価値の最大化に向けて邁進してまいります。

（４）会社の対処すべき課題

　①ガバナンス及び内部管理体制の強化

当社グループは、東京証券取引所より「特設注意市場銘柄」に指定を受けたことにつきまして、今回の事態の重

要性を厳粛かつ真摯に受け止め、経営改善委員会の再発防止策の提言を実施することでガバナンス及び内部管理体

制の強化を図り、関係者の皆さまの信頼回復に向けて全力で取り組む所存です。

　再発防止策

　Ⅰ．取締役・監査役等の相互牽制機能の強化

　Ⅱ．重要な経営判断(一定規模の投資判断を含む。)に関する決定プロセスに係る体制の再構築

　Ⅲ．内部監査機能の強化

　Ⅳ．役職員のコンプライアンス意識の醸成

　Ⅴ．当社と前社長グループとの不適切な資金的・人的関係の隔絶

　Ⅵ．取締役報酬の見直し

　Ⅶ．その他の業務プロセス等の見直し

なお、上記再発防止策の進捗状況につきましては平成27年４月15日付「再発防止策の進捗状況に関するお知ら

せ」にて詳細を記載しております。

②規模の拡大による収益力の強化

国が推進する医療制度改革に伴い、診療報酬改定及び薬価改定や消費税増税に伴う仕入れコストの増大など当社

グループが属する調剤薬局業界では今後も厳しい経営環境が続くことが予想されます。大型Ｍ＆Ａや中小規模の統

廃合が進む中、当社グループでは更なる企業規模の拡大を推進し、医薬品卸業者との価格交渉におけるスケールメ

リットを活用するなどにより一定水準以上の利益を確保することに邁進してまいります。具体的には、当社グルー

プの強みである「医療モール型」店舗展開を基軸とした高収益店舗を確保するとともに、医薬分業の後発地域で

は、「マンツーマン型」店舗での出店を推進してまいります。そして、採算性、ドミナント戦略及び当社ビジネス

モデルとの親和性を総合的に勘案し、営業権の譲受けを含めたＭ＆Ａ戦略も推進してまいります。
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③薬局の高機能化と業務の効率化、標準化及び顧客満足度の向上

当社グループでは、地域医療の様々なニーズに応えるべく、「ヘルス・デザイン・カンパニー」として医療の未

来へ一歩踏み出し、すべての人の健康を支えていくことを目指しております。具体的には、ジェネリック医薬品促

進や在宅医療への積極的対応、自社開発の「電子お薬手帳」の導入による服薬管理と薬物治療の質の向上など、従

来の薬局が果たしてきた役割に留まらない、薬局の「高機能化」を進めてまいります。

　また、調剤業務のマニュアル化や調剤の機械化を進め、効率的で安全な店舗運営を実施しております。店舗を統

括する本社においては薬事支援部を設置し、内部監査とは別の観点から薬事監査を行うことにより、調剤過誤を未

然に防ぐ施策を実施し安心・安全の調剤に取り組んでおります。また、定期的な満足度調査を全店舗で実施し、サ

ービス品質の向上に努めるとともに、地域医療のパートナーとして選ばれる薬局になるために「Smart Pharmacy

Project」の一環としてからだゼミナール、こども薬局、健康チェック＆相談会等を実施しております。

④薬剤師の教育研修と人材（新卒薬剤師）の確保

当社グループが今後も事業規模を拡大していく上で、店舗マネージメント、人材マネージメントに優れたマネー

ジャーの育成が必要不可欠となります。当社では、入社後の薬剤師・医療事務に対して、職歴に応じた研修を定期

的に実施しており、高いスキルと知識、コミュニケーション能力等を備えた人材の育成に努めております。また、

平成25年４月から、人材開発部を設置し、薬剤師の採用、教育研修に特化した専門部署を立ち上げ、人材（新卒薬

剤師）の確保に向けた施策に注力しております。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏し

いため、会計基準につきましては日本基準を適用しています。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,202,234 2,998,151

売掛金 6,601,671 6,865,095

有価証券 30,000 －

商品及び製品 3,084,141 2,982,328

原材料及び貯蔵品 522 607

繰延税金資産 346,807 344,665

その他 681,317 533,914

貸倒引当金 △57,000 △47,224

流動資産合計 12,889,694 13,677,538

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,491,396 4,882,484

減価償却累計額 △1,819,945 △2,154,689

建物及び構築物（純額） 2,671,451 2,727,794

工具、器具及び備品 1,225,791 1,614,439

減価償却累計額 △531,585 △880,345

工具、器具及び備品（純額） 694,205 734,094

土地 1,186,549 975,951

リース資産 1,899,083 2,167,428

減価償却累計額 △588,552 △642,221

リース資産（純額） 1,310,530 1,525,207

建設仮勘定 292,447 37,091

その他 12,190 1,073

減価償却累計額 △9,797 △667

その他（純額） 2,392 405

有形固定資産合計 6,157,576 6,000,545

無形固定資産

のれん 3,713,864 3,454,221

リース資産 77,548 53,121

その他 178,554 220,172

無形固定資産合計 3,969,967 3,727,515

投資その他の資産

投資有価証券 375,373 462,295

長期貸付金 631,710 622,016

長期前払費用 819,477 788,309

繰延税金資産 413,618 415,737

敷金及び保証金 1,658,849 1,640,397

その他 166,555 220,091

貸倒引当金 △59,908 △69,553

投資その他の資産合計 4,005,676 4,079,293

固定資産合計 14,133,220 13,807,354

資産合計 27,022,914 27,484,893
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,346,838 11,616,249

1年内返済予定の長期借入金 2,132,626 1,994,050

リース債務 247,948 240,790

未払法人税等 320,337 588,411

繰延税金負債 － 721

賞与引当金 378,341 405,375

その他 1,276,258 1,025,087

流動負債合計 14,702,351 15,870,686

固定負債

長期借入金 6,221,750 4,986,100

リース債務 1,301,985 1,549,511

繰延税金負債 6,738 3,992

退職給付に係る負債 408,815 440,215

資産除去債務 236,856 243,459

その他 239,950 294,964

固定負債合計 8,416,096 7,518,243

負債合計 23,118,447 23,388,930

純資産の部

株主資本

資本金 1,629,388 1,629,388

資本剰余金 510,484 510,484

利益剰余金 1,787,434 1,934,329

自己株式 △181 △181

株主資本合計 3,927,125 4,074,020

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 27,269 83,780

退職給付に係る調整累計額 △85,389 △84,050

その他の包括利益累計額合計 △58,120 △269

新株予約権 35,461 22,212

純資産合計 3,904,466 4,095,963

負債純資産合計 27,022,914 27,484,893
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 48,767,939 55,210,685

売上原価 42,700,863 48,256,811

売上総利益 6,067,075 6,953,873

販売費及び一般管理費 5,159,597 5,269,807

営業利益 907,477 1,684,065

営業外収益

受取利息 7,311 7,120

受取配当金 4,596 10,462

不動産賃貸料 30,177 46,449

保険解約返戻金 16,540 1,125

受取手数料 17,169 18,781

その他 44,306 53,135

営業外収益合計 120,101 137,076

営業外費用

支払利息 186,525 197,729

不動産賃貸費用 29,836 43,292

支払手数料 42,792 27,015

その他 16,659 31,250

営業外費用合計 275,813 299,287

経常利益 751,766 1,521,854

特別利益

固定資産売却益 － 57,118

事業譲渡益 － 272,053

投資有価証券売却益 141 －

補助金収入 25,920 16,600

特別利益合計 26,061 345,771

特別損失

固定資産除売却損 36,251 14,342

減損損失 110,709 527,200

固定資産圧縮損 13,481 12,281

のれん償却額 － 152,774

賃貸借契約解約損 － 30,303

過年度決算訂正関連費用 － 222,040

特別損失合計 160,443 958,943

税金等調整前当期純利益 617,383 908,682

法人税、住民税及び事業税 459,814 661,049

法人税等調整額 13,363 37,640

法人税等合計 473,177 698,690

少数株主損益調整前当期純利益 144,205 209,991

当期純利益 144,205 209,991
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 144,205 209,991

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △16,341 56,511

繰延ヘッジ損益 177 －

退職給付に係る調整額 － 1,339

その他の包括利益合計 △16,164 57,850

包括利益 128,041 267,842

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 128,041 267,842
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,629,388 510,484 1,770,043 △114 3,909,801

会計方針の変更による

累積的影響額
会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,629,388 510,484 1,770,043 △114 3,909,801

当期変動額

剰余金の配当 △126,814 △126,814

当期純利益 144,205 144,205

自己株式の取得 △66 △66

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 17,390 △66 17,324

当期末残高 1,629,388 510,484 1,787,434 △181 3,927,125

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 43,610 △177 － 43,433 53,644 4,006,879

会計方針の変更による

累積的影響額
会計方針の変更を反映

した当期首残高
43,610 △177 － 43,433 53,644 4,006,879

当期変動額

剰余金の配当 △126,814

当期純利益 144,205

自己株式の取得 △66

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△16,341 177 △85,389 △101,553 △18,183 △119,737

当期変動額合計 △16,341 177 △85,389 △101,553 △18,183 △102,413

当期末残高 27,269 － △85,389 △58,120 35,461 3,904,466
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,629,388 510,484 1,787,434 △181 3,927,125

会計方針の変更による

累積的影響額
28,299 28,299

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,629,388 510,484 1,815,733 △181 3,955,425

当期変動額

剰余金の配当 △91,396 △91,396

当期純利益 209,991 209,991

自己株式の取得 －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 118,595 － 118,595

当期末残高 1,629,388 510,484 1,934,329 △181 4,074,020

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

退職給付

に係る

調整累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 27,269 － △85,389 △58,120 35,461 3,904,466

会計方針の変更による

累積的影響額
28,299

会計方針の変更を反映

した当期首残高
27,269 － △85,389 △58,120 35,461 3,932,766

当期変動額

剰余金の配当 △91,396

当期純利益 209,991

自己株式の取得 －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
56,511 － 1,339 57,850 △13,249 44,601

当期変動額合計 56,511 － 1,339 57,850 △13,249 163,197

当期末残高 83,780 － △84,050 △269 22,212 4,095,963
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 617,383 908,682

減価償却費 818,008 1,057,404

減損損失 110,709 527,200

のれん償却額 574,187 885,577

株式報酬費用 △18,183 △13,249

貸倒引当金の増減額（△は減少） △65,138 △129

賞与引当金の増減額（△は減少） 20,351 24,672

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 65,788 42,642

受取利息及び受取配当金 △11,907 △17,582

保険解約損益（△は益） △16,540 △1,125

支払利息 186,525 197,729

支払手数料 42,792 27,015

事業譲渡損益（△は益） － △272,053

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △141 －

補助金収入 △25,920 △16,600

固定資産圧縮損 13,481 12,281

固定資産除売却損益（△は益） 36,251 △42,775

売上債権の増減額（△は増加） 239,760 △125,994

たな卸資産の増減額（△は増加） △455,660 100,223

前払費用の増減額（△は増加） △11,737 △3,980

仕入債務の増減額（△は減少） 1,798,974 1,106,365

未払金の増減額（△は減少） △45,479 △294,875

未払費用の増減額（△は減少） △49,183 32,692

その他 254,021 386,540

小計 4,078,346 4,520,661

利息及び配当金の受取額 7,264 17,978

利息の支払額 △182,690 △201,978

過年度決算訂正関連費用の支払額 － △198,392

法人税等の支払額 △903,998 △388,186

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,998,921 3,750,081
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金及び定期積金の預入による支出 △119,324 △129,677

定期預金及び定期積金の払戻による収入 111,636 124,369

有形固定資産の取得による支出 △1,459,762 △1,072,620

有形固定資産の売却による収入 16,828 213,186

無形固定資産の取得による支出 △36,254 △121,283

無形固定資産の売却による収入 － 87

投資有価証券の取得による支出 △61,309 △0

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,310 30,000

長期前払費用の増加による支出 △538,422 △39,521

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出

△1,251,347 △412,370

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による収入

－ 12,798

貸付けによる支出 △127,004 △90,891

貸付金の回収による収入 104,770 49,289

敷金及び保証金の差入による支出 △529,035 △105,934

敷金及び保証金の回収による収入 64,443 195,965

保険積立金の解約による収入 27,745 4,810

事業譲受による支出 △192,414 △297,640

事業譲渡による収入 － 435,981

補助金の受取額 10,800 31,720

その他 △45,482 △65,627

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,021,822 △1,237,357

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △13,799 △38,427

リース債務の返済による支出 △283,340 △257,982

長期借入れによる収入 4,500,000 900,000

長期借入金の返済による支出 △2,232,666 △2,282,551

セール・アンド・リースバックによる収入 23,014 174

配当金の支払額 △126,814 △91,396

その他 △42,859 △27,015

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,823,533 △1,797,198

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 800,632 715,525

現金及び現金同等物の期首残高 1,198,492 1,999,124

現金及び現金同等物の期末残高 1,999,124 2,714,650
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載したものを除き、前連結会計年度における記載

から重要な変更が無いため、開示を省略しております。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更)

(連結範囲に関する事項の変更)

平成26年４月の株式取得に伴い、有限会社みすゞ薬局（有限会社みすゞ商会から商号変更）は、当連結会計年度

より連結の範囲に含めております。

平成26年９月の株式取得に伴い、有限会社とちの実薬局（有限会社橡の実から商号変更）は、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めております。

平成26年10月の株式取得に伴い、有限会社エービーシー薬局は、当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。また、株式会社愛誠会静岡を新規に設立したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

平成26年12月の株式取得に伴い、有限会社オレンジ薬局（有限会社オダイから商号変更）は、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めております。

平成27年１月の株式取得に伴い、株式会社金塚薬局は、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

平成27年１月において、次の連結子会社間の吸収合併を実施いたしました。

①合併存続会社 株式会社アイセイ東海（有限会社神領薬局から商号変更）

合併消滅会社 有限会社中津川薬剤師会調剤薬局、有限会社高町薬局

②合併存続会社 株式会社アイセイ甲信越（有限会社すみれ薬局から商号変更）

合併消滅会社 株式会社もえぎ調剤薬局、有限会社みすゞ薬局

③合併存続会社 株式会社アイセイ東北（有限会社コーノ薬局東店から商号変更）

合併消滅会社 有限会社のぞみ薬局、有限会社ケイ・メディカルトリニティ

④合併存続会社 株式会社愛誠会

合併消滅会社 株式会社ジェネコ

その結果、変更後の連結子会社の数は15社となりました。

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結

会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基

準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員

の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会

計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が43,970千円減少し、利益剰余金が28,299千円増加してお

ります。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ12,644千円増加してお

ります。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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(未適用の会計基準等)

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成25年９月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13

日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日）

(１) 概要

本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分

変動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、

④暫定的な会計処理の取扱いを中心に改正されたものであります。

(２) 適用予定日

平成28年３月期の期首より適用予定です。なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成28年３月期の期

首以後実施される企業結合から適用予定であります。

(３) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

(表示方法の変更)

（連結損益計算書）

前連結会計年度において独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」（当連結会計年度は1,100千

円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「助成金収入」12,244千

円、「その他」32,062千円は、「その他」44,306千円として組み替えております。

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

ａ．セグメント情報

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、調剤薬局の経営を事業の中核として当社及び各連結子会社において包括的な戦略を立案し、事

業活動を展開しております。従って、当社グループは当社及び各連結子会社を事業セグメントの識別単位とし、こ

のうち各事業セグメントの経済的特徴等において類似性が認められるものについて集約することにより「調剤薬局

事業」を報告セグメントとしております。

調剤薬局事業は、医療機関の発行する処方箋に基づき一般患者に医薬品の調剤を行う調剤薬局の経営を行ってお

ります。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

　 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の取引価格は、第三者間取引価格に基づいております。

(退職給付に係る会計処理方法の変更)

会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度の期首より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更したこ

とに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

当該変更による当連結会計年度のセグメント利益への影響額は軽微です。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

報告セグメント
その他
（千円）
（注）１

合計
（千円）

調整額
（千円）
（注）２

連結財務諸表
計上額
（千円）
（注）３

調剤薬局事業
（千円）

売上高

外部顧客への売上高 47,064,962 1,702,977 48,767,939 － 48,767,939

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 1,856,848 1,856,848 △1,856,848 －

計 47,064,962 3,559,825 50,624,787 △1,856,848 48,767,939

セグメント利益 3,496,274 188,463 3,684,738 △2,777,260 907,477

セグメント資産 22,769,253 3,865,628 26,634,881 388,032 27,022,914

その他の項目

減価償却費 613,658 122,617 736,275 81,733 818,008

のれん償却額 523,262 50,924 574,187 － 574,187

減損損失 125,731 159 125,890 △15,180 110,709

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
1,647,928 362,390 2,010,319 126,456 2,136,775

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉事業、不動産リース事

業、医薬品卸事業及び医薬品販売事業等を含んでおります。

　
２ 調整額は以下のとおりであります。

(１) セグメント利益の調整額△2,777,260千円には、セグメント間取引消去18,385千円、全社費用△2,785,191

千円及び棚卸資産の調整額△10,453千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

(２) セグメント資産の調整額388,032千円には、セグメント間取引に係る債権消去△740,388千円、棚卸資産の

未実現利益の消去△15,978千円及び全社資産1,144,400千円が含まれております。全社資産は主に報告セグ

メントに帰属しない本社部門に係る資産及び投資有価証券であります。

(３) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額126,456千円は、主に報告セグメントに帰属しない本社部

門の設備投資額であります。

　
３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

報告セグメント
その他
（千円）
（注）１

合計
（千円）

調整額
（千円）
（注）２

連結財務諸表
計上額
（千円）
（注）３

調剤薬局事業
（千円）

売上高

外部顧客への売上高 53,223,607 1,987,078 55,210,685 － 55,210,685

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 1,058,638 1,058,638 △1,058,638 －

計 53,223,607 3,045,717 56,269,324 △1,058,638 55,210,685

セグメント利益 4,440,685 71,611 4,512,296 △2,828,231 1,684,065

セグメント資産 23,150,524 3,815,816 26,966,340 518,552 27,484,893

その他の項目

減価償却費 834,746 128,889 963,636 93,767 1,057,404

のれん償却額 681,878 203,699 885,577 － 885,577

減損損失 421,237 105,962 527,200 － 527,200

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
810,011 497,780 1,307,791 135,716 1,443,507

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉事業、不動産リース事

業、医薬品卸事業及び医薬品販売事業等を含んでおります。

２ 調整額は以下のとおりであります。

(１) セグメント利益の調整額△2,828,231千円には、セグメント間取引消去15,522千円、全社費用 △2,870,134

千円及び棚卸資産の調整額26,380千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

(２) セグメント資産の調整額518,552千円には、セグメント間取引に係る債権消去△776,372千円、全社資産

1,294,924千円が含まれております。全社資産は主に報告セグメントに帰属しない本社部門に係る資産及び

投資有価証券であります。

(３) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額135,716千円は、主に報告セグメントに帰属しない本社部

門の設備投資額であります。

　
３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

決算短信 （宝印刷）  2015年05月12日 19時08分 27ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



株式会社アイセイ薬局(3170) 平成27年３月期 決算短信

26

ｂ．関連情報

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

(１) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(２) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、記載を省略して

おります。

　

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

(１) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(２) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、記載を省略して

おります。

　

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
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ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

（単位：千円）

調剤薬局事業 その他 全社・消去 合計

当期末残高 3,510,165 203,699 － 3,713,864

(注) のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

（単位：千円）

調剤薬局事業 その他 全社・消去 合計

当期末残高 3,454,221 － － 3,454,221

(注) のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

なお、のれん償却額には、「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」（日本公認会計士協会

平成23年１月12日会計制度委員会報告第７号）第32項の規定に基づき、連結子会社株式の減損処理に伴っ

て、のれんを償却したものを含んでおります。

ｅ．報告セグメントごとの負ののれんの発生益に関する情報

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 1,693円28銭 1,782円89銭

１株当たり当期純利益金額 63円11銭 91円90銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 62円69銭 91円27銭
　

(注) １ 「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っております。

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、17.92円増加しております。なお、１株当たり当期純

利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) 144,205 209,991

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 144,205 209,991

普通株式の期中平均株式数(株) 2,284,934 2,284,915

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 15,440 15,945

(うち新株予約権(株)) (15,440) (15,945)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
の概要

<提出会社>
平成25年９月10日
取締役会決議
第３回新株予約権520個

－

　
３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度末
(平成26年３月31日)

当連結会計年度末
(平成27年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,904,466 4,095,963

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 35,461 22,212

(うち新株予約権(千円)) (35,461) (22,212)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 3,869,005 4,073,751

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数(株)

2,284,915 2,284,915

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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５．その他

（１）役員の異動

①代表者の異動

該当事項はありません。

②その他の役員の異動（平成27年６月22日付予定）

１．新任取締役候補

社内取締役 遠藤 義明

社外取締役 森 隆男

社外取締役 下田 一郎

２．退任予定取締役

社内取締役 大迫 一生

社外取締役 山口 隆

社外取締役 池田 武彦

社外取締役 今川 国明

３．新任監査役候補

社外監査役 浅井 満

社外監査役 澤井 英久

４．退任予定監査役

社外監査役 野呂 伸一郎

社外監査役 高山 丈二
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